
令和４年度決算に基づく新上五島町健全化判断比率及び資金不足比率の公表について

　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年６月２２日法律第９４号）第３条

　第１項及び同法第２２条第１項の規定により、令和４年度決算に基づく健全化判断比率及

　び資金不足比率を次のとおり公表する。

令和5年11月30日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新上五島町長　　石　田　信　明



（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

財 政 健 全 化 比 率 － － 1.6 －

早 期 健 全 化 基 準 ( 13.33 ) ( 18.33 ) ( 25.0 ) ( 350.0 )

財 政 再 生 基 準 ( 20.00 ) ( 30.00 ) ( 35.0 )

（単位：％）

資金不足比率

－

－

※令和4年度決算に基づく健全化判断比率（確報値）

１．健全化判断比率（法第３条関係）

※令和４年度決算に基づく資金不足比率（確報値）

２．資金不足比率（法第２２条関係）

特別会計の名称 備　　　　　　　　　　考

水 道 事 業 会 計 令第17条第1号の規定により事業の規模を算定

タ ー ミ ナ ル ビ ル 特 別 会 計
（ 奈 良 尾 港 タ ー ミ ナ ル ビ ル を 除 く ）

令第17条第3号の規定により事業の規模を算定



地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）は、平成19年6月、財政指標を整備して、その公表の

仕組みを設けるとともに財政の早期健全化及び再生のための新たな制度として整備されたものです。

平成19年度決算から健全化判断比率及び資金不足比率を算定し、監査委員の審査に付したうえで、議会へ報告す

るとともに公表することが義務付けられました。

また、平成20年度決算からは、健全化判断比率のうちどれか一つでも早期健全化基準以上になると、財政健全化

計画の策定等が義務付けられています。

財政再生基準以上になると、財政再生計画を策定するとともに、国の関与の下で財政再生に取り組まなければなり
ません。

同様に、公営企業ごとの資金不足比率についても、経営健全化基準以上になると、経営健全化計画の策定等が義務
付けられます。

　いずれの指標についても、早期健全化基準未満であり、財政健全化団体になるような比率ではありません。

ターミナルビル特別会計
（奈良尾港ターミナルビルを除く）

1.6

※資金不足が生じていないため、資金不足比率は「－（ダーシ）」と
表示しています。

－

新上五島町 令和４年度決算に基づく健全化判断比率等の公表について

経営健全化基準

20.0

20.00

30.00

　　令和４年度決算の数値を次のとおり算定しましたので、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条

－

　第1項及び第22条第1項の規定により公表します。（令和5年11月30日確報値）

連 結 実 質 赤 字 比 率

新上五島町の比率 早期健全化基準

水 道 事 業 会 計 －

新上五島町の資金不足比率

区　　　分

実 質 公 債 費 比 率

実 質 赤 字 比 率

財政再生基準

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、赤字が生じていないため
「－（ダーシ）」と表示しています。

13.33

18.33

35.025.0

－

－ 350.0

　公営企業ごとの資金不足比率は、資金不足を生じた公営企業
がなく該当ありません。

財政健全化法の概要

1. 健全化判断比率（%）

将 来 負 担 比 率

会計の名称

2. 資金不足比率（%）

健全財政 財政悪化

財政再生

（レッドカード）

早期健全化
経営健全化

（イエローカード）



　（1）実質赤字比率

　（2）連結実質赤字比率

　4　公営企業に係る特別会計（法非適用） 2,858

会　　計　　名
実質収支額・資金不足額

（千円）

　1　一般会計等（上記の計の数値）

一般会計や一部の特別会計について、実質的な赤字額を「標準財政規模」の額で除して赤字の程度を指
標化し、財政運営の深刻度を示すのが「実質赤字比率」です。赤字額とは、歳出に対して歳入が不足す
ることです。

標準財政規模（B）

すべての会計の赤字や黒字を合算し、「標準財政規模」の額で除して地方公共団体全体としての赤字の
程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比率」です。

実質赤字比率（%）　A÷B×100

10,004,704

343,568

実質収支額（千円）

342,750

818

343,568

1. 財政健全化判断比率について

計（A）

＝

一般会計等に属する会計名

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率

　1　一般会計

　2　診療所（へき地）特別会計

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

標準財政規模

－

　一般会計等においては、3億4,356万8千円の黒字であり、赤字が生じていないため実質赤字

比率は、－（ダーシ）として表示しています。

　3　ターミナルビル特別会計

　　　　　　　　　　　　（奈良尾港ターミナルビル）

52,515

4,056

（4）後期高齢者医療特別会計

2,755

44,699

1,005

（3）介護保険特別会計

（1）国民健康保険特別会計

連結実質赤字比率（%）　A÷B×100

（2）国民健康保険診療所特別会計

770,291

2,858

770,291

【令和4年度決算】

－

（1）水道事業会計

　全会計においては、11億6,923万2千円の黒字であり、赤字が生じていないため連結実質赤

字比率は、－（ダーシ）として表示しています。

　2　公営企業に係る特別会計以外の会計

0

（1）ターミナルビル特別会計

　　（奈良尾港ターミナルビルを除く）

　3　公営企業に係る事業会計（法適用）

計（A）

10,004,704

【令和4年度決算】

1,169,232

標準財政規模（B）



　（3）実質公債費比率

平均

－

－

－

－

　（4）将来負担比率

（5）職員の退職手当支給予定見込額

（6）設立法人等の負担見込額

【令和4年度決算】

　令和4年度末における将来負担額は、219億4,357万2千円ですが、充当可能な財源を差し引いた実質

的な将来負担額は、▲79億1,873万4千円となり、「標準財政規模」を基本とした額に対する割合は、▲

99.8％です。令和3年度と比較して将来負担額が13億7,973万3千円減少しました。繰上償還に伴う地方

債の現在高の減が主な要因です。一方、減債基金等の積立等により充当可能な基金の額は8億8,215万4

千円増加し、充当可能財源は前年度を6億3,789万円上回る水準となっています。

　C　標準財政規模

-99.8

10,733,121

2,072,704

（単位：千円）

金額（千円）

10,004,704

（3）交付税算入見込額

（2）債務負担行為に基づく支出予定額

（3）特別会計の地方債残高のうち一般会計が負担する額

1,476,189

将来負担比率（%）　（A－B）÷（C－D）×100

18,593,147

536,038

255,878

（1）地方債の償還額等に充当可能な基金の額

29,862,306

一般会計等の公債費や公債費に準ずる経費、債務負担行為に基づく支出予定額、職員の退職手当支給見
込額、損失補償した第三セクター等の負債の負担見込額などの現時点で想定される将来の負担（額）を
「標準財政規模」を基本とした額と比較して指標化したものが「将来負担比率」です。なお、この将来
の負担額の算定にあたっては、充当可能な財源は控除することとしています。

　D　令和4年度の交付税算入額

342,000

（2）地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入の額

296,528

255,878

　A　一般会計等の将来負担額

1,880,983

損失補償した第三セクター等の負債の負担見込額

　B　充当可能財源額

1.6

　令和4年度の実質公債費比率は令和2年度～令和4年度の3か年の平均で求められます。令和4年度決算の実質公債比

率は、1.6％です。これは平成16～令和3年度に実施した繰上償還等により、ゆるやかな減少傾向であったが、ター

ミナルビル特別会計の廃止に伴い、繰上償還額を増額した事によるものです。

令和5年度よりターミナルビル特別会計は廃止し、一般会計内においてターミナルビルの維持管理等を

行っていきます。

17,691,994

項　　　　　　　　　　　　　　目

（1）地方債の現在高

将来負担比率 ＝
一般会計等の将来負担額　－　充当可能額

標準財政規模　－　交付税算入額

（4）組合により整備した施設等に係る地方債のうちその負担額

2,072,704

10,004,704

（A＋B－C）÷（D－C）×100
1.14484 1.06169 2.66804

実質公債費比率（%）

21,943,572

2,076,615

1,860,831

【令和4年度決算】

実質公債費比率 ＝

423,502

 A　元利償還金の一般財源額

336,202

令和3年度

 B　準元利償還金等

1,846,1721,842,745

一般会計等の公債費（借入金の返済額）に公債費に準ずる経費（特別会計の公債費の償還のために一般
会計から繰出す経費や一部事務組合（長崎県病院企業団）の施設整備に係る公債費負担金）などを加算
し、実質的な公債費を算出し、「標準財政規模」を基本とした額と比較して、公債費負担の度合いを示
すのが「実質公債費比率」です。

地方債の元利償還金等　－　交付税算入額

令和2年度

2,088,990

10,317,620 D　標準財政規模 9,946,626

令和4年度

 C　交付税算入額

標準財政規模　－　交付税算入額

317,937



法適用

※法適用及び法非適は地方公営企業法の適用について記載しています。

資金不足額

事業規模

　標準財政規模は、普通交付税の算定の仕組みを通して表されるその団体の標準的な行政を行
うのに要する一般財源の規模をいいます。健全化判断比率の算定では、「標準税収入額等」
「普通交付税」「臨時財政対策債」の合計で算出されています。

　2　ターミナルビル特別会計
（奈良尾港ターミナルビルを除く）

2,858

　一般会計

国民健康保険特別会計

資金不足比率（%）

（1）新上五島町の会計と健全化判断比率等の対象範囲

－467,692770,291

3. 参考資料

法非適 7,096 －

【令和4年度決算】

診療所（へき地）特別会計

ターミナルビル特別会計
（奈良尾港ターミナルビルを除く）

特
別
会
計

後期高齢者医療特別会計

農業共済事業特別会計

国民健康保険診療所特別会計

介護保険特別会計

会計名
B A÷B×100

資金不足・剰余額

　1　水道事業会計

2. 資金不足比率について

　この比率が高くなるほど、料金収入で資金不足を解消するのが難しくなることから、公営企業の経営
に問題があることになります。

　なお、公営企業の資金不足額（実質赤字）を計算する場合には、将来の料金収入等で解消することが
予定されている資金不足については、計算上差し引くこととしていますが、資金不足が生じていないの
で、今回はこのような計算はしていません。

一
般
会
計
等

（2）標準財政規模

　令和4年度はいずれの会計においても、資金不足が生じていないため資金不足比率は、－

（ダーシ）として表示しています。なお、ターミナルビル特別会計は令和4年度をもって廃止

し、今後は一般会計においてターミナルビルの管理等を行います。

公
営
事
業
会
計

　一部事務組合等（病院など）

ターミナルビル特別会計
（奈良尾港ターミナルビル）

　第三セクター等（長崎県林業公社など）

公

営

企

業

会

計

（

法

適

用
）

（

法

非

適
）

水道事業会計

A

（単位：千円）

　公営企業の資金不足額（実質赤字）を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化
し、経営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。

資金不足比率 ＝
事業規模

実
質
赤
字
比
率

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率


